様式第２号（第６条関係）
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　指令記号及び番号　
　年　　月　　日　
　様
                             　　　　　　 能代市長　　　　　　　　　印
能代市地域密着型サービス施設等整備事業費補助金交付決定通知書
　　　　年　　月　　日付けで申請のあった、能代市地域密着型サービス施設等整備事業費補助金を下記により交付します。
記
１　補助金額　一金　　　　　　　　　円
２　補助条件
（１）　この補助金は、申請のあった目的以外に使用しないこと。
（２）　補助対象事業の内容を変更（軽微なものを除く。）する場合には、あらかじめ市長の承認を受けなければならない。
（３）　補助対象事業を中止し、又は廃止する場合は、あらかじめ市長の承認を受けなければならない。
（４）　補助対象事業が予定の期間内に完了しない場合又は補助対象事業の遂行が困難になった場合は、速やかに、市長に報告してその指示を受けなければならない。
（５）　補助対象事業に係る収入及び支出を明らかにした帳簿を備え、当該収入及び支出について証拠書類を整理し、かつ当該帳簿及び証拠書類を補助対象事業が完了する日（補助対象事業の中止又は廃止の承認を受けた場合には、その承認を受けた日）の属する年度の翌年度から起算して５年間保管しなければならない。
（６）　補助対象事業者が補助対象事業を実施するために締結する契約については、一般競争入札に付するなど、市が行う契約手続きの取扱いに準拠しなければならない。
（７）　補助事業を行うために建設工事の完成を目的として締結するいかなる契約においても、契約の相手方が当該工事を一括して第三者に請け負わせることを承諾してはならない。
（８）　補助対象事業により取得し、又は効用の増加した不動産及びその従物並びに補助対象事業により取得し、又は効用の増加した価格が３０万円以上の機械、器具その他の財産については、減価償却資産の耐用年数等に関する省令で定める耐用年数を経過するまで、市長の承認を受けないで、補助対象事業の目的に反して使用し、譲渡し、交換し、貸し付け、担保に供し、取り壊し、又は廃棄してはならない。
（９）　市長の承認を受けて財産を処分することにより収入があった場合には、その収入の全部又は一部を市に納付させることがある。
（１０）　補助対象事業により取得し、又は効用の増加した財産については、補助対象事業完了後においても善良な管理者の注意をもって管理するとともに、その効率的な運用を図らなければならない。
（１１）　補助対象事業完了後に消費税及び地方消費税の申告によりこの補助金に係る消費税及び地方消費税に係る仕入控除税額が確定した場合は、速やかに市長に報告しなければならない。
　　　　　また、市長に報告があった場合は、当該仕入控除税額の全部又は一部を市に納付させることがある。
（１２）　補助対象事業の対象経費と重複して他の補助金等の交付を受けてはならない。
（１３）　この補助金に係る実績報告書を、補助対象事業完了後１か月以内（補助対象事業の中止又は廃止の承認を受けたときは、当該承認の通知を受理した日から起算して１か月以内）又は当該年度の３月１５日（市長が特に指定したときは、当該指定した日）のいずれか早い日までに提出すること。
（１４）　この補助金について、監査の必要がある場合は、関係書類の提出を求めることがある。
（１５）　（１）～（１４）により付した条件に違反した場合には、この補助金の全部又は一部の返還を求めることがある。この場合において、能代市補助金等の交付に関する規則第１６条の２第１項の規定により、補助金の受領の日から納付の日までの日数に応じ、年１０．９５％の割合で計算した加算金を納付しなければならない。
